
重点的な取組、共通的な取組

（原則、定量的
に記載）

目標達成
予定時期

２．公共調達中央監視委員会（事後審査）
　公共調達中央監視委員会において、調達についての事後審査を行い、同委員会の意見及び提言を次回の調達又は類似の調達に反
映することにより、ＰＤＣＡサイクルを通じた調達改善を図る。特に、公共調達委員会において改善措置を講ずることが指摘された案件
については、当該委員会での指摘事項等が調達結果にどのように反映されたかを含め、公共調達中央監視委員会で審査を行う。

○○

１．公共調達委員会（事前審査）
　公共調達に係る厚生労働省独自の取組として「公共調達委員会」において、調達手続き開始前に所要の改善・指導を行い、その結果
を調達に反映させることにより、公共調達の手続きの適正性及び競争性の確保に努める。調達に当たっては、公共調達委員会の審
査・承認を経なければ調達手続きに着手できないものとし、これにより、調達部局の担当職員はもとより、幹部を含めた職員全体の調
達改善への意識の向上を図る。また、次回の調達の際に前回の調達結果を報告させるとともに、一者応札となった案件については、調
達部局において一者応札の要因を分析し、対応方針を検討した上で、同委員会で更なる課題等がないかを含め審査を行うことにより、
一者応札の更なる改善を図る。

○ ○

調達改
善に向
けた審

査・管理
の充実
【公共調
達委員
会（事前
審査）及
び公共
調達中
央監視
委員会
（事後審
査）の積
極的活
用等】

３．公共調達委員会等の審査結果を踏まえた対応

（１）一者応札等への対応
　公共調達委員会等による個別案件ごとの精査の結果、一者応札等で受託・受注している案件については、調達の目的・内容に応じ
て以下の内容を検討し、所要の改善策を講じる。なお、公共調達委員会等の指摘事項を踏まえて改善した結果について、好事例があ
れば省内に周知を行う。また、一者応札となった個別案件及びその要因について一覧表の作成を行い、省内に共有するとともに、必要
に応じて、会計課と調達部局で改善策について検討を行う。

①要因分析及び対応方針
　 要因を分析し対応方針を定める。その際、入札説明会に参加したが応札しなかった者等に対するアンケート等を実施する。

②競争参加資格等の見直し
　 参加資格、応札(応募)条件及び実績要件等について緩和又は削除が可能か。

③仕様の見直し
　 受注者を限定する性能、条件ではないか（同等の記述が可能か）、積算が可能な内容か、業務量、履行期間その他の履行条件で過
度の負担となっていないか、仕様の公表において公平性・透明性が確保されているか。

④発注単位の見直し
　 効率性を損なわない範囲内で、調達業務の分離・分割は可能か。あるいは、競争性を損なわない範囲内で、一括調達は可能か。

⑤調達スケジュール等の見直し
　 公告期間の延長、説明会の開催、説明会から入札・技術提案期限までの期間の延長、又は調達手続の時期の前倒し等により参加
希望者の準備期間を十分に確保できるか。

⑥調達情報の周知の徹底
　 業界団体との連携、各種広報ツール（ＨＰ、業界紙への掲載等）の活用を行っているか。

⑦業務内容の理解の促進
　 新規参入者が業務内容を正確に理解するため業務説明会の開催、実施要領の作成・配付、過去の業務実績又は現行業務の情報
閲覧等を行っているか。

⑧調達内容に応じた適切な調達方法の活用

（２）随意契約への対応
 　随意契約についても、同様に公共調達委員会等による個別案件ごとの精査を行い、可能な限り一般競争入札に移行させる。その結
果、なお競争性のない随意契約によらざるを得ないと判断される案件についても、以下の内容を検討する等、調達の適正化を図る。

①契約相手方に対する価格交渉（初度設備経費や業務の効率化による人件費を見直せないか。）

②仕様の見直し等（業務内容の必要性や実施方法の適切性・効率性について精査し、コストの削減又は質の向上が図られないか。）

③適正な価格での調達（契約金額の内訳を徴する等、調達する財やサービスの価格の積算構造を把握し、調達案件に関する価格動
向等についての情報収集を徹底する。）

（３）価格交渉を含む随意契約
　特殊な技術・設備が求められる調達等で、そもそも特定一者以外には履行し得ないと考えられるものについては、公共調達委員会の
審査を経たうえで、必要となる技術等を明示した上で公募を実施し、一者であることが確認された場合には、「価格交渉を含む随意契
約」手続きにより、一者応札等の改善と合わせて、経済性の確保に努める。

４．インターネットによる価格調査
数多くの取引価格の比較がインターネットを利用して容易にできる大量生産品について、市場価格よりも大幅に高額で調達している
ケースがないかチェックし、合理的理由の存否を確認し、予定価格や調達仕様書の見直し等の改善を図る。

５．調達事務の進捗管理
会計事務の適正化の取組や早期発注を図る観点から、今後は、公共調達委員会の審査対象となる契約については、一元的な調達事
務の進捗管理を行う。

１．公共調達委員会等による取組
　前掲のとおり。

２．調達前自己チェックプロセス
　前回一者応札となった案件について、チェックリストを活用した調達前自己チェックプロセスを導入。

３．メールマガジンによる情報提供
　入札情報を配信登録者へ配信し、入札参加を促し、一者応札の改善に努める。

４．分野別の入札公告の掲載
　ホームページ上の調達情報一覧について、入札参加希望者が情報を入手しやすくなるよう分野別に掲載することにより、
一者応札の改善に努める。

５．内部監査
（１）調達改善計画の取組内容等について、会計監査における重点監査項目とし、取組状況を監視するとともに、公共調達審査会と連
携し、効率的・効果的な事後審査体制を整備する。

（２）公共調達委員会の審査対象とならない調達案件について、専門の職員による個別の調達指導を行うことにより調達担当職員の調
達改善に向けた意識改革を図る。

（３）監査や指導結果について、フォローアップを行う。

＜主な取組＞
・一者応札等となった調達案件については、その内容や契約の相手方となり得る地域での経済活動の状況などについて点検・要因分
析を行った上で、複数入札が見込まれるように調達方法の工夫、調達内容、仕様等の改善を指導する。
・連続して２回以上一者応札等となったものについて等級拡大を行うよう指導する。
・調達案件の説明会に参加したにもかかわらず応札しなかった業者に対してアンケート等を実施し、要因を分析・把握するよう指導す
る。

一者応
札の改
善に向
けた取
組

令和３年度の調達改善計画

重点
的な
取組

共通
的な
取組

取組
の項目 具体的な取組内容

重点的な
取組の

選定理由
難易度

取組の
開始年度

取組の目標

【公共調達
委員会】
平成２１年度

【中央監視
委員会】
平成19年度

【一者応札
案件の一覧
表の作成】
令和元年度

【調達事務
の進捗管
理】
令和元年度

【公共調達
委員会の取
組】
　公共調達
委員会の審
査対象案件
は、厚生労
働省の全契
約金額（少
額随契を除
く）の９割を
占めており、
これまでも、
本委員会で
の指摘等を
踏まえた調
達の改善効
果が顕著で
あることか
ら、引き続
き、重要な取
組みとして位
置づけるも
の。

【中央調達
監視委員会
の取組】
　調達につ
いての事前
審査を行う
公共調達委
員会におけ
る指摘事項
等が調達結
果にどのよう
に反映され
たかを含め、
公共調達中
央監視委員
会で審査を
行い、次回
の調達又は
類似の調達
に反映させ
ることによ
り、ＰＤＣＡサ
イクルを通じ
た調達改善
を図ることは
調達の適正
化に資する
ものであるこ
とから、重要
な取組として
位置づける
もの。

　公共調達委
員会の指摘事
項を調達に反
映させることに
より、競争性を
促進し、調達コ
ストの改善及び
質の向上を確
保する。
・前回一者応札
等から複数応
札等へ改善を
図る。
・随意契約から
一般競争入札
へ移行すること
によりコストの
改善を図る。
・価格交渉を含
む随意契約を
行うことにより
調達コストの改
善を図る。

　公共調達中
央監視委員会
の指摘事項を
次回の調達に
反映させること
により、競争性
を促進し、調達
コストの改善及
び質の向上を
確保する。

Ａ＋

令和4年3
月末まで

　前回一者応
札であった調達
全てについて、
チェックリストを
活用した調達
前自己チェック
プロセスを実施
する。
　入札情報を配
信登録者に配
信する。
　内部監査にお
いて、前回一者
応札等から複
数応札等へ改
善を図るよう指
導する。

チェックプロ
セス
平成２８年度

メールマガジ
ン
平成２６年度

分野別の入
札公告の掲
載
令和元年度

専門の職員
による調達
指導
平成２３年度

令和4年3
月末まで

Ａ＋

　随意契約
の見直しに
より、競争性
の高い契約
方式（一般
競争入札、
企画競争）に
移行している
ものの、依然
として一者応
札等となって
いる調達が
散見され、競
争性が十分
に確保され
ていない実
態もあること
から、改善の
余地が大き
いと認めら
れ、重要な
取組みとして
位置づける
もの。

別紙１



（原則、定量的
に記載）

目標達成
予定時期

令和３年度の調達改善計画

重点
的な
取組

共通
的な
取組

取組
の項目 具体的な取組内容

重点的な
取組の

選定理由
難易度

取組の
開始年度

取組の目標

○
随意契
約の改
善

１．公共調達委員会等による取組
　前掲のとおり。

２．内部監査

（１）調達改善計画の取組内容等について、会計監査における重点監査項目とし、取組状況を監視するとともに、公共調達審査会と連
携し、効率的・効果的な事後審査体制を整備する。

（２）公共調達委員会の審査対象とならない調達案件について、専門の職員による個別の調達指導を行うことにより調達担当職員の調
達改善に向けた意識改革を図る。

（３）監査や指導結果について、フォローアップを行う。

＜主な取組＞
　随意契約については、随意契約の理由を分類化し、各分類毎に詳細に分析を行った上で、随意契約理由の妥当性及び計画的な調
達による一括調達の可否などを点検し、可能な限り一般競争入札への移行を指導する。

　随意契約
は競争が働
かないことに
よる価格の
高止まりが
生じるおそ
れがあり、不
断の見直し
が必要であ
ることから、
重要な取組
として位置づ
けるもの。

Ａ＋

専門の職員
による調達
指導
平成２３年度

　内部監査にお
いて、競争性を
促進し、随意契
約は理由の分
類化や詳細な
分析を行った上
で可能な限り一
般競争入札に
移行させるよう
指導するととも
に、競争性のな
い随意契約に
よらざるを得な
いと判断される
案件について
も、調達コスト
の改善及び質
の向上に努め
る。

令和4年3
月末まで

○

公共調
達の適
正化（企
画競争
の適正
な実施
等）

　行革指針に基づき、企画競争は、価格による競争の要素が含まれない随意契約であることを踏まえ、それによることが真に適切かつ
やむを得ないと言えるか慎重に検討のうえ限定的に行うこととし、これにより特定の事業者を選定したときは、必ず契約金額の内訳を
書面で提出させ、将来的に一般競争入札へ移行した際に適正な価格設定ができるよう努める等、経済性の確保を徹底する。
　また、研究開発、調査、広報の業務委託については、一般競争入札（総合評価落札方式）によることとし、新規の事業など、入札のた
めの仕様が確定していないことを理由として企画競争は認めないこととし、行政補助的な業務（例えば、会議の運営業務や研修実施事
業等）については、新規の事業を除き、企画競争は認めない。
　更に、総合評価落札方式及び企画競争の実施にあたってのルールに基づき、チェックリストを活用し、引き続き、公共調達の適正化
を図る。

　＜ルールの主なポイント＞
　・評価基準については、事業の確実な実施を担保するため全体の評価点等に対して事業実施体制の配分点等のバランスをとること。
　・評価委員会等の開催にあたっては、原則、会議形式とすることとし、書類のみで委員が内容を充分に理解できない場合等において
は、プレゼンテーションを開催すること。
　・総合評価落札方式及び企画競争においては、品質や技術といった価格以外の要素について評価対象とすることから、事業者の評
価等選定過程の透明性の確保が重要であり、技術審査委員会等の構成は利益相反に配慮の上、委員の１／２以上を外部の有識者と
すること。

　この他、各部局において共通する調達について、調達方式を統一するよう努める。

　企画競争
は価格によ
る競争の要
素が含まれ
ない随意契
約であること
を踏まえ限
定的に行うこ
とが必要で
あり、一者応
募となってい
る調達が多
い現状を踏
まえ、改善の
余地が認め
られることか
ら、重要な取
組として位置
づけるもの。

Ａ＋ －

　公共調達委
員会における
事前審査にお
いて、企画競争
について慎重
に検討のうえ審
査を行う。

令和4年3
月末まで

Ｂ

１．電力調達
（小規模）
平成２８年度

２．ガス調達
（小規模）
平成２９年度

３．令和３年
度

　大規模庁舎に
係る電力調達
及びガス調達
について、引き
続き一般競争
入札を実施しつ
つ、一者応札の
改善を図る。
　小規模庁舎に
係る電力調達
及びガス調達
について、可能
なものから一般
競争入札への
移行に向けて
取り組む。
　競争性確保
やコスト上昇に
留意しつつ、再
生可能エネル
ギー比率３０％
以上の調達に
努めるととも
に、異なる一般
送配電事業者
の供給区域に
ある施設を一つ
の契約にまとめ
た電力調達を
行う。

令和4年3
月末まで

○

電力調
達、ガス
調達の
改善

１．電力調達（少額随意契約を除く）
　大規模庁舎（特定高圧の庁舎及び高圧の庁舎）に係る電力調達については、既に一般競争入札を実施しているところであり、引き続
き一般競争入札を実施し、コスト削減に努める。
　また、平成２８年４月からの電力小売全面自由化により、小規模庁舎（低圧の庁舎）に係る電力調達においても、競争性を高めるため
の方策に取り組み、可能なものから一般競争入札への移行に向けて取り組むとともに、共同調達等の実施によるコスト削減を図る。

２．ガス調達（少額随意契約を除く）
　大規模庁舎等（年間契約数量10万㎥以上）に係るガス調達については、既に一般競争入札を実施しているところであり、引き続き一
般競争入札を実施し、コスト削減に努める。
　また、平成２９年４月からのガス小売全面自由化により、小規模庁舎（年間契約数量10万㎥未満）に係るガス調達においても、競争性
を高めるための方策に取り組み、可能なものから一般競争入札への移行に向けて取り組むこととする。

３．再生可能エネルギー電力調達及び電力調達の更なるコスト削減
　競争性確保やコスト上昇に留意しつつ、再生可能エネルギー比率３０％以上の調達に努めるとともに、より一層のコスト削減を図るた
め、異なる一般送配電事業者の供給区域にある施設を一つの契約にまとめた電力調達を検討し、実施可能な場合は、一つの契約に
まとめた電力調達を行う。

○

地方支
分部局
等にお
ける取
組の推

進

１．公共調達委員会等による取組
　前掲のとおり。

２．内部監査
　前掲のとおり。

３．共同調達
　引き続き、共同調達を実施することとし、調達品目や実施部局の拡充を検討のうえコスト削減や事務の効率化を図る。
　　特に、電力については共同調達（または一括調達）を行うことを検討する。
　※実施済の品目：汎用的な物品・役務の調達のうち「事務用消耗品等」他５品目

Ａ＋ －

　共同調達につ
いては、小規模
官署ほど規模
の大きな共同
調達グループ
に参加すること
により、スケー
ルメリットを享
受できるため、
取りまとめ官署
を合同庁舎管
理庁等に固定
する等を検討し
事務コストの削
減を図る。

令和4年3
月末まで



継続

継続

継続

継続

継続

継続

継続

継続

新規

新規

新規

＜業者の選定方法の厳格化＞
　契約の適切な履行及び成果物の質を確保するため、個人情報を取り扱う業務等について一般競争参加資格等級の指定
を厳格化する。

＜契約に反する再委託の防止＞
　適正な履行の確保を図る観点から、原則、履行開始時（契約後約１月以内）に監督職員等による立入調査を実施し、契約
に反する再委託等が行われていないか確認を行う。

＜成果物の確認＞
　検査職員による成果物の検査に当たり、契約の内容に応じ、全数検査又はサンプル検査のいずれかを行うことに加え、検
査終了後、事業担当部局の課室長等管理監督者による納品確認を行うことにより、成果物の質の向上を図る。

＜人事評価への反映＞
　厚生労働省における組織目標として、人材育成等及び職員の能力向上のための取組に、「コスト意識」の向上等を盛り込
み、それぞれの組織、職階に応じた目標を明確化し、各職員ごとの目標設定を行い、人事評価を実施することにより、職員
の意識改革によるコスト削減を実現する。

＜調達担当職員の意識改革・能力向上＞
　調達担当職員を対象に、専門家の講師を招いて、入札や企画競争等の適正な実施を徹底するために職員研修を実施す
る。
　また、会計法令の遵守及び会計事務に関する必要な知識の習得のため、本省において契約に携わる全ての監督・検査職
員に対する実務研修を実施する。

その他の取組

＜遊休資産の売却等の促進＞
　厚生労働省独自に「遊休資産に関する省内プロジェクトチーム」を設置し、厚生労働省保有の遊休資産の実態を調査。処
理計画を策定し、売却等を進める。

具体的な取組内容
新規
継続
区分

令和３年度調達改善計画

＜国庫債務負担行為の活用＞
　複数年度契約による調達が可能と思われる案件について、国庫債務負担行為の活用の必要性を検討する。

＜クレジットカード決済＞
　コスト削減のため、引き続き、ＥＴＣカードを活用した高速料金の支払い、水道料金及び電気料金のクレジットカード決済を
実施する。

＜庁費関係のうち、汎用的な物品・役務の調達（本省分）＞
　予算執行の効率化の要請の強い庁費関係のうち、汎用的な備品費、消耗品費及び雑役務費について、共同調達を実施
し、対象品目については、以下の７品目で行うこととし、コスト削減や効率化を図る。
①事務用消耗品等 （コピー用紙含む）②蛍光灯 ③新聞切り抜き ④配送 ⑤トイレットペーパー  ⑥災害備蓄用品 ⑦ガソリン

＜情報システム分野に係る調達＞
　公共調達委員会において一者応札への対応や競争性の確保について審査する。
　公共調達中央監視委員会の第二分科会（情報システム関係等を中心に審査する分科会）において、予定価格の積算の妥
当性等についての検証（事後検証）を行う。

＜予算の支出状況に係る情報公開の取組＞
　厚生労働省独自の取組として、１件１００万円以上の支出案件について、インターネットの専用サイトを構築し、①契約の相
手方、②物品購入や印刷物等の契約内容、③支払総額の契約相手方の順位等について、検索機能を付与し、自由に検索
閲覧可能。

別紙２


